
令和７年度 中小企業・小規模企業版県政世論調査の結果について

（１）事業者調査（民間事業者に委託してアンケート調査実施）
　　①調査期間　令和７年７月28日～８月25日
　　②調査地域　高知県全域
　　③調査対象　県内の中小企業・小規模企業（個人の農林漁業者を除く）
　　④調査方法　郵送回答、インターネット回答の併用
　　⑤調査数　 　3,000事業者（R3経済センサスの業種構成比を元に受託者が保

有するデータベースより無作為抽出）
　　⑥回答数　 　935事業者（回答率31.2%）

（２）農林漁業者(個人)調査（県が直接アンケート調査を実施）
　　①調査期間　令和７年８月～９月
　　②調査地域　高知県全域
　　③調査対象　県内の個人の農林漁業者
　　④調査方法　郵送による調査、県職員による対面調査の併用
　　⑤調査数　 　704者（郵送431者、対面273者）

　　⑥回答数　 　496者※１(郵送223者、対面273者）
　　　　　　　　　　※業種不明の１者含む

１　調査の概要について

(1) 個人・法人の別 [事業者Q.1]

(2) 資本金の額 [事業者Q.2]

(3) 主たる業種

(4) 所在地、就業地 [事業者Q.4]
[農林漁Q.2]

[事業者Q.3]
[農林漁Q.1]

N=
935

N=
935

２　基本情報

２　基本情報
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資料１－１

内訳　農業…郵送355者
　　　　　　　　 対面231者
　　　　林業…郵送76者
　　　　漁業…対面42者

内訳　農業…郵送196者
　　　　　　　　 対面231者
　　　　林業…郵送26者
　　　　漁業…対面42者

事業者調査

事業者調査

事業者調査

農林漁業者調査

事業者調査・農林漁業者調査

19.4 80.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

個人事業者 法人   無回答

8.2 20.7 13.9 31.7 5.2 20.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

250万円未満 250～500万円未満 500～1000万円未満
1000～5000万円未満 5000万円以上   無回答

    全 体 農業 林業 漁業

鉱業、
採石業、
砂利採
取業

建設業 製造業

電気･ガ
ス･熱供
給･水道
業

情報通
信業

運輸業、
郵便業

卸売業、
小売業

数 935 25 10 12 10 72 85 22 14 28 232

% 100.0 2.7 1.1 1.3 1.1 7.7 9.1 2.4 1.5 3.0 24.8

                     

金融業、
保険業

不動産
業、物
品賃貸
業

学術研
究、専
門･技術
サービ
ス業

宿泊業、
飲食
サービ
ス業

生活関
連サー
ビス業、
娯楽業

教育、
学習支
援業

医療、
福祉

複合
サービ
ス業

サービ
ス業   無回答  

数 23 38 30 46 34 9 98 1 136 10  
％ 2.5 4.1 3.2 4.9 3.6 1.0 10.5 0.1 14.5 1.1  

  全体 農業 林業 漁業 無回答

数 496 427 26 42 1

％ 100.0 86.1 5.2 8.5 0.2

    全 体 高知市 室戸市 安芸市 南国市 土佐市 須崎市 宿毛市 土佐清水市
数 1431 515 34 75 84 44 57 38 32

％ 100.0 36.0 2.4 5.2 5.9 3.1 4.0 2.7 2.2

                   
  四万十市 香南市 香美市 東洋町 奈半利町 田野町 安田町 北川村 馬路村

数 92 59 43 2 15 3 5 5 3

％ 6.4 4.1 3.0 0.1 1.0 0.2 0.3 0.3 0.2

                   
  芸西村 本山町 大豊町 土佐町 大川村 いの町 仁淀川町 中土佐町 佐川町

数 10 19 20 15 1 29 10 11 25

％ 0.7 1.3 1.4 1.0 0.1 2.0 0.7 0.8 1.7

                   
  越知町 檮原町 日高村 津野町 四万十町 大月町 三原村 黒潮町   無回答

数 12 14 14 20 51 18 9 31 16

％ 0.8 1.0 1.0 1.4 3.6 1.3 0.6 2.2 1.1



３　経営動向
(1) 前期（令和６年）の業績（営業利益）について、
　前々期（令和５年）と比較していかがでしたか

[事業者問1-1]
[農林漁問1-1]

• 「前々期並み」（37.7%）が最も多く、次に「悪かった」（32.3%）が多い

(2) 今期（令和７年）の業績（営業利益）見通しについて、
　前期（令和６年）と比較していかがですか

• 「前期並み」（49.4%）が最も多く、次に「悪くなる」（34.0%）が多い
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業種別クロス集計

業種別クロス集計

(6) 経営者の年齢層 [事業者Q.6]
[農林漁Q.3]

(7) 常時使用している従業者数（パート等を含む、代表者を除く） [事業者Q.7]

N=
935

事業者調査

農林漁業者調査

事業者調査

N=
935

２　基本情報

事業者調査

N=
935

N=
496

(5) 創業年 [事業者Q.5]

N=
935

事業者調査

• 「前々期並み」（37.6%）が最も多く、次に「悪かった」（36.8%）が多い

[事業者問1-2]
[農林漁問1-2]

事業者調査

農林漁業者調査

N=
935

N=
496

• 「前期並み」（48.4%）が最も多く、次に「良くなる」（29.4%）が多い

6.5 5.2 9.7 15.7 13.4 12.8 14.2 14.4 7.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1949年以前 1950年代 1960年代 1970年代 1980年代 1990年代
2000年代 2010年以降   無回答

0.1
1.4 13.4 27.1 29.6 21.7 5.6 1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20歳代以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代以上   無回答

18.2 22.5 17.5 14.1 7.6 5.5 5.0 3.9

0.3

1.1

4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～1人 2～4人 5～9人 10～19人 20～29人 30～49人
50～99人 100～199人 200～299人 300人以上   無回答

24.1 37.6 36.8 1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

良かった 前々期並み 悪かった   無回答

15.3 49.4 34.0 1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

良くなる 前期並み 悪くなる   無回答

(R5)      (23.5)                                        (39.4)                                                  (35.5)

(R5)   (16.4)                                           (45.0)                                                          (36.9)

2.0% 11.1% 21.2% 26.6% 23.2% 13.7%

1.6%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20歳代以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代以上   無回答

27.8% 37.7% 32.3%
2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

良かった 前々期並み 悪かった   無回答

(R5)        (22.8)                                         (40.9)                                             (33.7)

農林漁業者調査

29.4% 48.4% 20.2%
2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

良くなる 前期並み 悪くなる   無回答

(R5)             (25.2)                                                 (47.8)                                           (26.0)

N=
496



N=
935

(3) 今後の事業方針について、今後３～５年先の事業規模の展望
　はいかがですか

• 「現状を維持」（55.9%）が最も多い。次に「拡大する」（14.2%）、「縮小する」
（10.7%）が多い

業種別クロス集計
事業者調査

農林漁業者調査

[事業者問1-3]
[農林漁問1-3]

N=
496

• 「現状を維持」（62.7%）が最も多く、次に「拡大する」（16.7%）、「縮小する」
（11.3％）が多い

14.2 55.9 10.7 7.9 9.7 1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

拡大する 現状を維持 縮小する 廃業を検討 分からない   無回答

(1) エネルギーや原材料・資材価格高騰の影響により、増加している
　コストのうち、何割程度を価格転嫁できていますか

• 「全く転嫁できていない」（32.7%）が最も多く、次に「３割未満」（24.8%）が多い
• 価格転嫁率※は約25.4％（R5調査では約20.6％）

業種別クロス集計
[事業者問2-1]

事業者調査

32.7 24.8 11.3 7.1 6.8 3.7 8.9 4.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全く転嫁できていない ３割未満
３割以上５割未満 ５割以上７割未満
７割以上10割未満 10割
転嫁する必要がない（コストが上昇していないため、など）   無回答

N=
935

４　価格転嫁３　経営動向

(2) 人件費の上昇分のうち、何割程度を価格転嫁
　できていますか

• 「全く転嫁できていない」（36.5%）が最も多く、次に「３割未満」（22.9%）が多い
• 価格転嫁率※は約19.7％

業種別クロス集計 [事業者問2-2]

事業者調査

N=
935

36.5 22.9 8.6 4.4 3.53.1 15.5 5.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全く転嫁できていない ３割未満
３割以上５割未満 ５割以上７割未満
７割以上10割未満 10割
転嫁する必要がない（人件費が上昇していないため、など）   無回答

46.6

7.6

23.3

3.7

19.5

9.8

11.6

0 10 20 30 40 50

(3)  (1)(2)で一部でも価格転嫁できていないと回答された方に
　お尋ねします。その理由は何ですか（あてはまるものすべて選択）

[事業者問2-3]

％

価格転嫁は一定できているが、コストや人件費の上昇ス
ピードに追いつかない

取引先・顧客が価格交渉に応じない
価格引上げによる受注・販売の減少などを懸念して、十

分に交渉できない、又は交渉を申し出ていない
価格転嫁すべきコストや人件費の上昇分を正確に把握で

きておらず、交渉を申し出ていない
公定価格などにより、価格交渉や価格転嫁の余地がない

その他

  無回答

事業者調査

N=
682

• 「価格転嫁は一定できているが、コストや人件費の上昇スピードに追いつかない」（46.6%）が最
も多く、次に「価格引上げによる受注・販売の減少などを懸念して、十分に交渉できない、又は交
渉を申し出ていない」（23.3%）が多い 3

(R5)   (12.9)                                              (56.3)                                           (13.0)      (4.6)      (11.7)

(R5)             (44.1)                                   (22.7)                   (8.8)       (6.4)   (7.5)  (1.6)  (4.6))

16.7% 62.7% 11.3%

2.0%

5.8%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

拡大する 現状を維持 縮小する 廃業を検討 わからない   無回答

(R5)     (15.1)                                                     (65.1)                                                (11.5)  (1.9)(5.8)(0.5) 

新

新

４⑴⑵※価格転嫁率…各選択肢の中央値に回答割合を乗じて合計したもの。
          「転嫁する必要がない」「無回答」は除外



５　賃金４　価格転嫁
(4) エネルギーや原材料・資材価格高騰、人件費の上昇に対応
　するため、価格転嫁以外で行っている対策があれば、今後取り組む
　予定も含めて、以下の中から選択してください（上位３つまで）

• 「社内経費の見直し」(47.6%)が最も多く、次に「新たな販路・顧客の開拓」(32.7%)が多い
　（R5は、「社内経費の見直し」（49.5%）が最も多く、次に「新たな販路・顧客の開拓」（30.2%）が多かった）

[事業者問2-4]

(4) エネルギーや原材料・資材価格高騰、人件費の上昇に対応
　するため、行っている対策があれば、今後取り組む予定も含めて、
　以下の中から選択してください（上位３つまで）

[農林漁問1-4]

事業者調査

N=
496

• 「経費の見直し」（65.1%）が最も多く、次に「原材料・資材の変更」（40.7%）が多い
• 「価格転嫁」（12.7％）と回答した割合は低い
（R5は、「経費の見直し」（61.3%）が最も多く、次に「原材料・資材の変更」（43.3%）が多かった）
（R5は、「価格転嫁」（11.8%）と回答した割合は低かった）

％

農林漁業者調査

32.7

21.6

6.3

8.9

12.5

9.0

27.4

47.6

4.7
13.3

0 10 20 30 40 50

新たな販路・顧客の開拓

既存商品の商品力向上、サービスの充実

新商品の開発

新事業・サービスの創出

原材料・資材の変更

省エネ機器の導入・更新

業務・生産プロセスの見直し・効率化

社内経費の見直し

その他

  無回答

(1) 過去1年間に行った賃金引上げについて、以下の中から
　選択してください（あてはまるもの全て）

• 「ベースアップ」（46.0%）が最も多く、次に「賃金引上げは行っていない」（29.8%）、
「定期昇給」（26.0％）が多い

• 何らかの賃上げを行った事業者の割合は64.6％（604/935事業者）

[事業者問3-1]

事業者調査

N=
935

(2) (1)で賃金引上げを行ったと回答された方にお尋ねします。
　従業者1人あたりでどの程度の賃金引上げとなりましたか
　（前年度比％、年収ベース）

• 「2∼3%」（20.7%）が最も多く、次に「4∼5%」（16.4%）が多い

業種別クロス集計
[事業者問3-2]

事業者調査

N=
604

(3)  今後1年間に賃金引上げを行う予定がありますか。ある場合、
　従業者1人あたりでどの程度の賃金引上げを見込んでいますか
　（前年比％、年収ベース）

[事業者問3-3]

事業者調査

N=
935

• 「未定」（26.4%）が最も多く、次に「賃金引上げの予定はない」（22.7%）、「2∼3%」
（10.5％）、「1∼2%」（9.8％）が多い

46.0

2.1

26.0

16.9

6.2

29.6

5.8

0 10 20 30 40 50

N=
935

ベースアップ（全ての従業者の賃金引上げ）

ベースアップは行わず初任給を引上げ

定期昇給

賞与の増額

一時金（インフレ手当など）の支給

賃金引上げは行っていない

  無回答

6.1 16.1 20.7 14.7 16.4 10.3 2.63.3 7.3 2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１％未満 １～２％未満 ２～３％未満 ３～４％未満 ４～５％未満 ５～６％未満

６～７％未満 ７～８％未満 ８％以上   無回答

％

2.9 9.8 10.5 6.2 7.8 4.9

0.6 0.4 1.0

22.7 26.4 6.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１％未満 １～２％未満 ２～３％未満 ３～４％未満
４～５％未満 ５～６％未満 ６～７％未満 ７～８％未満
８％以上 賃金引上げの予定はない 未定   無回答

4

業種別クロス集計

20.2%
8.7%

4.0%
3.4%

40.7%
15.3%

33.3%
65.1%

12.7%
2.2%

8.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

新たな販路・顧客の開拓
既存商品の商品力向上、サービスの充実

新商品の開発
新事業・サービスの創出

原材料・資材の変更
省エネ機器の導入・更新

業務・生産プロセスの見直し・効率化
経費の見直し

価格転嫁
その他

  無回答

新

新

新



5

(1) 令和３年３月に「高知県中小企業・小規模企業振興条例」
　（以下、「条例」。）が制定されたことをご存じですか

• 「知らない」（71.8%）が最も多く、次に「知っている」（24.3%）が多い

６　高知県中小企業・小規模企業振興条例
[事業者問4]
[農林漁問2]

事業者調査

• 「知らない」（90.1%）が最も多く、次に「知っている」（8.9%）が多い

24.3 71.8 4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 知らない   無回答

７　県の取り組みに対する評価
(1) 指針に基づき、県では様々な施策を実施していますが、県の取り
　組みに対する評価をお聞かせください。直接、県の施策を活用して
　いない場合でも、評価をお聞かせください

• 「かなり満足」「少し満足」が計18.8%、「少し不満」「かなり不満」が計8.2％
　（R5は、「かなり満足」「少し満足」が計22.1%、「少し不満」「かなり不満」が計8.5％）

• 「かなり満足」「少し満足」（計18.8%）と回答した理由として、「デジタル技術の導入や
職場環境改善に対する支援」「販路拡大に向けた見本市出展等の支援」「トライアル就
農制度の導入」「トラック事業者向け補助制度に満足」といった意見が挙げられた

• 「少し不満」「かなり不満」（計8.2%）と回答した理由として、「補助額が下がり物価上
昇に反している」「制度活用のハードルが高い」「一部の企業にしか恩恵がない」「補助金
の手続が煩雑」「支援策が分かりにくい」といった意見が挙げられた

事業者調査

• 「かなり満足」「少し満足」が計26.0%、「少し不満」「かなり不満」が計14.5％
　（R5は、「かなり満足」「少し満足」が計28.1%、「少し不満」「かなり不満」が計16.1％）

• 「かなり満足」「少し満足」（計26.0%）と回答した理由として、補助金による支援や、
経営分析・事業のデータ化などの支援、担い手・後継者確保への取り組みなどが挙げられ
た

• 「少し不満」「かなり不満」（計14.5%）と回答した理由として、支援策の分かりづらさや
情報提供不足、補助金の拡充要望などが挙げられた

[事業者問5-1]
[農林漁問3-1]

N=
935 N=

935
3.3 15.5 66.3 4.0 4.2 6.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

かなり満足 少し満足 どちらでもない 少し不満 かなり不満   無回答

R5        (17.5)                                                                  (78.7)
 (R5)  (3.5)      (18.6)                                                       (63.9)                                               (4.9)(3.6)

8.9% 90.1%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 知らない   無回答

農林漁業者調査

N=
496

R5   (6.3)                                                                    (92.3)

6.0% 20.0% 52.6% 10.5% 4.0% 6.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
かなり満足 少し満足 どちらでもない 少し不満 かなり不満   無回答

農林漁業者調査

N=
496

 (R5)  (4.8)           (23.3)                                                (52.4)                                        (11.3)   (4.8)
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７　県の取り組みに対する評価について
(2) 県の支援等施策について、直近の２年間で活用したことが
　ありますか

• 「活用したことがない」（79.1%）が最も多く、次に「活用したことがある」（16.5%）が多い

(3) (2)で「活用したことがある」と回答された方にお尋ねします。
　活用していかがでしたか

• 「少し満足」（44.2%）が最も多く、次に「かなり満足」（31.8%）が多い

[事業者問5-2]
[農林漁問3-2]

[事業者問5-3]
[農林漁問3-3]

事業者調査

事業者調査

農林漁業者調査

• 「少し満足」（44.9%）が最も多く、次に「かなり満足」（31.4%）が多い

(4) (2)で「活用したことがない」と回答された方にお尋ねします。
　その理由は何ですか（あてはまるものすべて選択）

• 「どのような支援施策があるか分からない」（48.0%）が最も多く、次に「支援を必要とし
ていない」（23.2%）が多い

　（R5は、「どのような支援施策があるか分からない」（48.9%）が最も多く、次に「支援を必要としていない」
（21.1%）が多かった）

[事業者問5-4]
[農林漁問3-4]

事業者調査

農林漁業者調査

• 「どのような支援施策があるか分からない」（57.9%）が最も多く、次に「利用したい支援
施策がなかった」（16.5%）が多い
（R5は、「どのような支援施策があるか分からない」（60.1%）が最も多く、次に「利用したい支援施策がな
かった」（14.6%）が多かった）

16.5 79.1 4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活用したことがある（現在活用している場合も含む） 活用したことがない   無回答

31.8 44.2 14.9 3.9

1.9

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

かなり満足 少し満足 どちらでもない 少し不満 かなり不満   無回答

N=
935

N=
154

23.2

48.0

22.0

11.4

7.7

4.5

2.2

0 10 20 30 40 50

支援を必要としていない

どのような支援施策があるか分からない

利用したい支援施策がなかった

利用したかったが、条件に合わなかった

利用したかったが、申請書の記入や必要書
類の整備など手続きが煩雑だった

その他

  無回答

％

N=
740

(R5)    (22.7)                                                                  (74.3)

(R5)            (29.5)                                                  (45.1)                                      (18.2)     (5.3)

47.2% 48.8% 4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
活用したことがある（現在活用している場合も含む） 活用したことがない   無回答

農林漁業者調査

• 「活用したことがない」（48.8%）が最も多く、次に「活用したことがある」（47.2%）が多い

(R5)                           (54.8)                                                                   (42.8)

N=
496

14.5%

57.9%

16.5%

15.7%

7.9%

4.5%

5.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

支援を必要としていない

どのような支援施策があるか分からない

利用したい支援施策がなかった

利用したかったが、条件に合わなかった

利用したかったが、申請書の記入や必要書
類の整備など手続きが煩雑だった

その他

  無回答

N=
242

31.4% 44.9% 15.5% 4.5%
0.4% 3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
かなり満足 少し満足 どちらでもない 少し不満 かなり不満   無回答

N=
245

(R5)                 (27.2)                                                  (39.0)                                       (18.0)    (10.1)(3.5)
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(1) 貴事業者又は貴業界において、今後、県に求める
　施策の方向性はどれですか（上位３つまで選択）

• 「担い手の育成・確保」（27.6%）が最も多く、次に「生産性向上」（18.7%）、「価格転
嫁に向けた環境整備」※（17.3％）、「働き方改革、雇用環境の整備」（15.9%）が多い

（R5は、「担い手の育成・確保」（30.9%）が最も多く、次に「業務の効率化・省力化」（23.4%）、「働き方
改革、雇用環境の整備」（20.6%）、「自然災害や感染症への対応」（19.2%）が多かった）

※「価格転嫁に向けた環境整備」は今回から追加

８　県の施策の方向性
[事業者問6-1]
[農林漁問4]

事業者調査

農林漁業者調査

• 「担い手の育成・確保」（38.3%）が最も多く、次に「円滑な価格転嫁に向けた環境整備」
（32.3%）、「新たな技術、製品・サービス等の開発」（22.0%）、「自然災害や感染症へ
の対応」（21.0%）が多い

（R5は、「担い手の育成・確保」（42.1%）が最も多く、次に「自然災害や感染症への対応」（20.0%）、「新
たな製品や技術、サービス等の開発」（19.7%）、「業務の効率化・省力化」（19.2%）が多かった

※「価格転嫁に向けた環境整備」は今回から追加

N=
935

％

9.4
18.7

8.8
1.6

17.3
5.9

14.3
3.6

4.6
14.3

27.6
15.9

15.4
9.1

2.5
15.2

4.8 15.6

0 10 20 30

事業戦略や経営計画等の策定・実行
デジタル技術等を活用した生産性向上
新たな技術、製品・サービス等の開発

知的財産の活用や産学官連携による研究開発
円滑な価格転嫁に向けた環境整備

創業や新規事業の創出
事業承継の円滑化

工業団地等の開発や企業誘致の推進
地産外商・輸出の強化

融資制度等の創設・見直し
担い手の育成・確保

働き方改革、雇用環境の整備
地域の商業機能の維持・活性化

地域資源や伝統、地場産業の活性化
SDGsや脱炭素化への対応

自然災害や感染症への対応
その他

  無回答

９　事業者の人員状況
(1) 人員の状況について、従業者（パート等を含む）の現在の
　充足状況はいかがですか

[事業者問7-1]

• 「過不足はない」（56.5%）が最も多く、次に「不足している」（35.5%）が多い

N=
935

(2) (1)で「不足している」を選択された方にお尋ねします。人手不足
　の解消に向けて、どのように対応していますか。今後取り組む予定を
　含めてお答えください。（あてはまるものすべてを選択）

• 「採用活動の強化（正社員を増やす）」（56.0%）が最も多く、次に「賃金の引上げ」
（34.3%）、「採用活動の強化（非正規社員を増やす）」（27.4%）、「多様な人
材（女性・シニア等）の活用」（23.5%）が多い
（R5は、「採用活動の強化（正社員を増やす）」（54.5%）が最も多く、次に「賃金の引上げ」
（38.5%）、「採用活動の強化（非正規社員を増やす）」（28.0%）、「労働環境の見直しや福利
厚生の充実」（25.9%）が多かった）

[事業者問7-2]

業種別クロス集計
事業者調査

％事業者調査

N=
332

35.5 56.5 1.9 6.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

不足している 過不足はない 過剰である   無回答

(R5)              (40.9)                                                                (54.9)                                      (1.1)

56.0

27.4

17.2

23.5

15.4

34.3

23.2

10.8

18.4

21.4

20.5

8.1

5.7

9.3

6.6

3.3
1.8

0 10 20 30 40 50 60

採用活動の強化（正社員を増やす）

採用活動の強化（非正規社員を増やす）

兼業・副業人材の活用

多様な人材（女性・シニア等）の活用

外国人材の活用

賃金の引上げ

労働環境の見直しや福利厚生の充実

育児休暇の充実など子育て世代への支援

業務プロセスの改善や工夫による効率化

ITの導入などデジタル化、設備投資による省力化

従業員の能力開発（多能工化・兼任化など）

労働人材が担っていた業務のアウトソーシング（外部委託）

時間外労働（残業や休日出勤）の増加

営業時間の短縮や事業規模の縮小、事業拠点の整理・統合

特に対応しない

その他

  無回答

8.9%
18.5%

22.0%
3.0%

32.3%
4.6%

12.3%
1.2%

12.9%
19.2%

38.3%
16.1%

5.8%
10.9%

2.2%
21.0%

4.8%
8.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

事業戦略や経営計画等の策定・実行
デジタル技術等を活用した生産性向上
新たな技術、製品・サービス等の開発

知的財産の活用や産学官連携による研究開発
円滑な価格転嫁に向けた環境整備

創業や新規事業の創出
事業承継の円滑化

工業団地等の開発や企業誘致の推進
地産外商・輸出の強化

融資制度等の創設・見直し
担い手の育成・確保

働き方改革、雇用環境の整備
地域の商業機能の維持・活性化

地域資源や伝統、地場産業の活性化
SDGsや脱炭素化への対応

自然災害や感染症への対応
その他

  無回答

N=
496



(1) 実施しているデジタル化の取り組みとして、あてはまるものを選択
　してください。（あてはまるものすべて）

[事業者問8-1]

• 「いずれも実施していない」（40.3%）が最も多く、次に「社内外の連絡にSNS、グループ
ウェア等のデジタルツールを活用している」（34.2%）、「クラウドサービスや業務システム等の
導入により、業務プロセスの改善を行っている」（31.0%）が多い
(R5は、「いずれも実施していない」（44.8%）が最も多く、次に「社内外の連絡にSNS、グループウェア等のデ
ジタルツールを活用している」（33.7%）、「クラウドサービスや業務システム等の導入により、業務プロセスの改
善を行っている」（28.3%）が多かった）

10　デジタル化の取り組み

(2) (1)で①から④を選択された方にお尋ねします。デジタル化を進める
にあたって特に重視している項目を選択してください（上位３つまで）[事業者問8-2]

• 「業務プロセスの効率化」（56.3%）が最も多く、次に「社内の働き方改革」（25.0%）、
「固定費の削減」（24.4％）が多い
（R5は、「業務プロセスの効率化」（52.9%）が最も多く、次に「電子帳簿保存法など法規制への対応」※

（27.9%）、「情報セキュリティ対策の強化」（21.7％）が多かった）　※義務化のため今回の選択肢から削除

(3) (2)で選択した項目をデジタル化により進めるにあたって、課題と
　なっていることは何ですか。

(4) (1)で「いずれも実施していない」を選択された方にお尋ねします。
　デジタル化に取り組まない理由は何ですか。以下の中から選択して
　ください。（あてはまるものすべてに○）

[事業者問8-3]

[事業者問8-4]

• 「ツールの導入コスト」（33.5%）が最も多く、次に「デジタル人材の不足」（25.8%）が多い
（R5は、「ツールの導入コスト」（29.9%）が最も多く、次に「デジタル人材の不足」（24.4%）が多かった）

• 「業務上で特に問題は生じない」（53.1%）が最も多く、次に「どのようなツールを導入すれば
良いか分からない、分かる人材がいない」（24.9%）が多い

（R5は、「口頭や対面で済んでいる」※（45.5%）が最も多く、次に「どのようなツールを導入すれば良いか分から
ない、分かる人材がいない」（33.8%）が多かった

　※R7から選択肢を「業務上で特に問題は生じない」に変更

事業者調査

事業者調査 ％

事業者調査

事業者調査

34.2

31.0

10.5

2.4

40.3

5.8

0 10 20 30 40 50

N=
935

％

①社内外の連絡・広報にSNS、グループウェア等のデ
ジタルツールを活用している

②クラウドサービスや業務システム等の導入により、
業務プロセスの改善を行っている

③生産・販売・マーケティングなどの各種データをデ
ジタル化し、データに基づく経営改善を実践している

④AIやIoTで取得したデータをもとに新たな製品・サー
ビスを開発する等の事業変革を行っている

いずれも実施していない

  無回答

9.7

24.0

21.4

22.4

2.0

24.4

19.6

8.7

56.3

25.0

15.1

0.6
0.4

0 10 20 30 40 50 60

N=
504

新しい事業・サービスの創出

商品・サービスの質向上

新規顧客開拓

既存顧客との関係強化

サプライチェーンの最適化

固定費の削減

経営判断の効率化・高度化

生産プロセスの改善

業務プロセスの効率化

社内の働き方改革

情報セキュリティ対策の強化

その他

  無回答

33.5

25.8

10.1

14.5

15.9

1.2

46.7

0 10 20 30 40 50％

N=
935

ツールの導入コスト（費用対効果）

デジタル人材の不足（推進者・運用者）

ツールの導入や使い方が分からない

部門間や従業員間に温度差がある

長年の業務慣行や取引慣行の変更

その他

  無回答

23.3

24.1

24.9

5.8

3.4

53.1

7.7

4.0

0 10 20 30 40 50 60

N=
377

％

費用を捻出できない

導入に必要となる金銭的・時間的なコスト
に対して、効果が期待できない

どのようなツールを導入すれば良いか分か
らない、分かる人材がいない

従業員が抵抗感を持っている

取引先がデジタル手段に対応していない

デジタル化に取り組まなくても業務上で特
に問題は生じない

その他

  無回答

8
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【参考】主な業種別 クロス集計
３(1) 前期（令和６年）の業績（営業利益）について、
　前々期（令和５年）と比較していかがでしたか

３(2) 今期（令和７年）の業績（営業利益）見通しについて、
　前期（令和６年）と比較していかがですか

事業者調査 事業者調査

[事業者問1-1]
[農林漁問1-1]

[事業者問1-2]
[農林漁問1-2]

農林漁業者調査 農林漁業者調査

24.1

24.0

20.0

16.7

20.0

18.1

30.6

18.2

21.4

17.9

25.0

17.4

28.9

30.0

41.3

14.7

11.1

25.5

100.0

21.3

37.6

36.0

40.0

50.0

40.0

41.7

32.9

59.1

42.9

35.7

37.1

52.2

47.4

43.3

32.6

29.4

55.6

28.6

39.7

36.8

40.0

40.0

33.3

40.0

37.5

36.5

18.2

35.7

46.4

37.1

30.4

23.7

26.7

26.1

55.9

33.3

45.9

36.8

1.5

2.8

4.5

0.9

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

良かった 前々期並み 悪かった   無回答

全 体 935

農業 25

林業 10

漁業 12
鉱業、採石業、砂利

採取業 10

建設業 72

製造業 85
電気･ガス･熱供給･水

道業 22

情報通信業 14

運輸業、郵便業 28

卸売業、小売業 232

金融業、保険業 23
不動産業、物品賃貸

業 38
学術研究、専門･技術

サービス業 30
宿泊業、飲食サービス

業 46
生活関連サービス業、

娯楽業 34

教育、学習支援業 9

医療、福祉 98

複合サービス業 1

サービス業 136

15.3

28.0

20.0

33.3

13.9

24.7

4.5

14.3

14.3

13.4

4.3

10.5

23.3

28.3

11.8

44.4

13.3

10.3

49.4

52.0

50.0

33.3

70.0

58.3

44.7

63.6

64.3

67.9

46.6

56.5

65.8

53.3

34.8

44.1

33.3

44.9

100.0

50.7

34.0

20.0

30.0

33.3

30.0

26.4

30.6

31.8

21.4

17.9

39.2

39.1

23.7

23.3

34.8

44.1

22.2

41.8

37.5

1.3

1.4

0.9

2.2

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

良くなる 前期並み 悪くなる   無回答

全 体 935

農業 25

林業 10

漁業 12
鉱業、採石業、砂利採取

業 10

建設業 72

製造業 85
電気･ガス･熱供給･水道

業 22

情報通信業 14

運輸業、郵便業 28

卸売業、小売業 232

金融業、保険業 23

不動産業、物品賃貸業 38
学術研究、専門･技術

サービス業 30

宿泊業、飲食サービス業 46
生活関連サービス業、娯

楽業 34

教育、学習支援業 9

医療、福祉 98

複合サービス業 1

サービス業 136

27.8%

28.1%

15.4%

33.3%

37.7%

37.2%

50.0%

35.7%

32.3%

32.3%

30.8%

31.0%

2.2%

2.3%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 496

農業 427

林業   26

漁業   42

良かった 前々期並み 悪かった   無回答

29.4%

29.5%

26.9%

31.0%

48.4%

49.2%

50.0%

40.5%

20.2%

19.2%

19.2%

28.6%

2.0%

2.1%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 496

農業 427

林業   26

漁業   42

良くなる 前期並み 悪くなる   無回答
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３(3) 今後の事業方針について、今後３～５年先の事業規模の
　展望はいかがですか

[事業者問1-3]
[農林漁問1-3]

【参考】主な業種別 クロス集計

事業者調査 事業者調査

農林漁業者調査

14.2

28.0

10.0

25.0

10.0

12.5

21.2

4.5

42.9

17.9

14.2

8.7

5.3

16.7

10.9

2.9

13.3

14.7

55.9

60.0

70.0

50.0

50.0

65.3

51.8

59.1

50.0

64.3

54.7

60.9

68.4

56.7

60.9

55.9

44.4

52.0

100.0

54.4

10.7

4.0

10.0

8.3

20.0

4.2

10.6

22.7

9.5

13.0

5.3

13.3

15.2

20.6

22.2

17.3

8.8

7.9

8.0

16.7

10.0

6.9

4.7

4.5

7.1

3.6

7.8

4.3

13.2

6.7

6.5

5.9

22.2

7.1

11.8

9.7

10.0

10.0

9.7

10.6

9.1

14.3

12.1

13.0

7.9

6.7

6.5

14.7

11.1

9.2

9.6

1.5

1.4

1.2

1.7

1.0

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

拡大する 現状を維持 縮小する 廃業を検討 分からない   無回答

  全 体 935

農業 25

林業 10

漁業 12
鉱業、採石業、砂利採

取業 10

建設業 72

製造業 85
電気･ガス･熱供給･水道

業 22

情報通信業 14

運輸業、郵便業 28

卸売業、小売業 232

金融業、保険業 23

不動産業、物品賃貸業 38
学術研究、専門･技術

サービス業 30

宿泊業、飲食サービス業 46
生活関連サービス業、娯

楽業 34

教育、学習支援業 9

医療、福祉 98

複合サービス業 1

サービス業 136

４(1) エネルギーや原材料・資材価格高騰の影響により、増加している
　コストのうち、何割程度を価格転嫁できていますか

[事業者問2-1]

32.7

24.0

40.0

50.0

10.0

26.4

15.3

27.3

50.0

28.6

24.6

43.5

36.8

30.0

10.9

38.2

66.7

75.5

100.0

33.1

24.8

32.0

20.0

16.7

40.0

30.6

25.9

31.8

7.1

25.0

28.0

10.5

13.3

50.0

35.3

11.2

26.5

11.3

20.0

16.7

10.0

16.7

21.2

14.3

25.0

11.6

2.6

10.0

23.9

11.8

1.0

8.8

7.1

4.0

10.0

4.2

17.6

14.3

8.6

2.6

10.0

10.9
2.9

11.1

2.0

6.6

6.8

8.0

10.0

8.3

10.0

8.3

10.6

4.5

14.3

7.1

14.2

3.3

2.2

2.9

2.2

3.7

8.0

10.0

6.9

5.9

4.5

4.7

8.7
2.6

2.9

1.0

2.9

8.9

4.0

10.0

8.3

20.0

1.2

18.2

14.3

3.4

43.5

42.1

33.3
2.2

5.9

22.2

7.1

11.0

4.6

10.0

6.9

2.4

13.6

4.7

4.3

2.6

2.0

8.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全く転嫁できていない
３割未満
３割以上５割未満
５割以上７割未満
７割以上10割未満
10割
転嫁する必要がない（コストが上昇していないため、など）
  無回答

  全 体 935

農業 25

林業 10

漁業 12

鉱業、採石業、砂利採
取業 10

建設業 72

製造業 85

電気･ガス･熱供給･水道
業 22

情報通信業 14

運輸業、郵便業 28

卸売業、小売業 232

金融業、保険業 23

不動産業、物品賃貸業 38

学術研究、専門･技術
サービス業 30

宿泊業、飲食サービス業 46

生活関連サービス業、娯
楽業 34

教育、学習支援業 9

医療、福祉 98

複合サービス業 1

サービス業 136

16.7%

15.9%

23.1%

21.4%

62.7%

63.7%

53.8%

59.5%

11.3%

12.4%

7.1%

2.0%

1.2%

11.5%
4.8%

5.8%

5.2%

11.5%

7.1%

1.4%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 496

農業 427

林業   26

漁業   42

拡大する 現状を維持 縮小する 廃業を検討 わからない   無回答
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【参考】主な業種別 クロス集計

事業者調査
事業者調査

４(2) 人件費の上昇分のうち、何割程度を価格転嫁できていますか
[事業者問2-2]

36.5

32.0

50.0

50.0

10.0

26.4

25.9

31.8

28.6

28.6

34.9

47.8

28.9

26.7

30.4

35.3

66.7

68.4

100.0

35.3

22.9

28.0

10.0

16.7

30.0

36.1

28.2

22.7

28.6

28.6

22.0

4.3

5.3

13.3

43.5

35.3

13.3

21.3

8.6

4.0

10.0

16.7

20.0

9.7

14.1

14.3

21.4

8.6

6.7

15.2

11.8

4.1

7.4

4.4

4.0

10.0

2.8

10.6

10.7

5.6

10.0

4.3

2.0

3.7

3.5

8.0

8.3

10.0

4.2

5.9

7.1

7.1

4.3

2.6

3.3

2.2

2.9

2.0

1.5

3.1

12.0

10.0

9.7

3.5

4.5

1.3

8.7

2.9

11.1

1.0

3.7

15.5

12.0

10.0

8.3

20.0

2.8

9.4

27.3

21.4

16.8

34.8

55.3

40.0

4.3

11.8

22.2

7.1

17.6

5.6

10.0

8.3

2.4

13.6

3.6

6.5

4.3

7.9

2.0

9.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全く転嫁できていない
３割未満
３割以上５割未満
５割以上７割未満
７割以上10割未満
10割
転嫁する必要がない（人件費が上昇していないため、など）
  無回答

  全 体 935

農業 25

林業 10

漁業 12

鉱業、採石業、砂利採
取業 10

建設業 72

製造業 85

電気･ガス･熱供給･水道
業 22

情報通信業 14

運輸業、郵便業 28

卸売業、小売業 232

金融業、保険業 23

不動産業、物品賃貸業 38

学術研究、専門･技術
サービス業 30

宿泊業、飲食サービス業 46

生活関連サービス業、娯
楽業 34

教育、学習支援業 9

医療、福祉 98

複合サービス業 1

サービス業 136

５(2) (1)で賃金引上げを行ったと回答された方にお尋ねします。
　従業者1人あたりでどの程度の賃金引上げとなりましたか
　（前年度比％、年収ベース）

[事業者問3-2]

6.1

9.1

25.0

14.3

6.7

1.7

19.0

9.5

6.3

2.8

4.3

3.3

6.8

16.1

9.1

12.5

14.3

20.0

17.2

20.0

22.2

19.0

16.8

6.3

10.0

13.6

5.6

17.4

50.0

16.5

100.0

15.1

20.7

13.6

25.0

33.3

20.0

19.0

20.0

19.0

19.7

18.8

50.0

22.7

13.9

21.7

33.3

28.6

19.2

14.7

9.1

12.5

14.3

16.7

8.9

19.0

11.1

4.8

15.3

18.8

10.0

27.3

22.2

13.0

15.4

15.1

16.4

13.6

12.5

28.6

16.7

13.3

13.8

20.0

33.3

19.0

15.3

18.8

13.6

27.8

13.0

16.7

15.4

17.8

10.3

13.6

14.3

33.3

8.9

15.5

22.2

14.3

8.0

12.5

9.1

11.1

26.1

7.7

8.2

2.6

4.5

4.4

3.4

4.8

2.2

8.3

3.3

1.4

3.3

9.1

12.5

4.4

10.0

4.4

18.8

10.0

4.5

4.3

2.7

7.3

13.6

14.3

11.1

6.9

20.0

11.1

5.1

20.0

9.1

8.3

7.7

9.6

2.5

4.5

2.2

3.4

10.0

3.6

2.2

4.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１％未満 １～２％未満 ２～３％未満 ３～４％未満

４～５％未満 ５～６％未満 ６～７％未満 ７～８％未満

８％以上   無回答

  全 体 604

農業 22

林業 8

漁業 7

鉱業、採石業、砂利採
取業 6

建設業 45

製造業 58

電気･ガス･熱供給･水道
業 10

情報通信業 9

運輸業、郵便業 21

卸売業、小売業 137

金融業、保険業 16

不動産業、物品賃貸業 10

学術研究、専門･技術
サービス業 22

宿泊業、飲食サービス業 36

生活関連サービス業、娯
楽業 23

教育、学習支援業 6

医療、福祉 91

複合サービス業 1

サービス業 73
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【参考】主な業種別 クロス集計

事業者調査
事業者調査

９(1) 人員の状況について、従業者（パート等を含む）の現在の
　充足状況はいかがですか

[事業者問7-1]
５(3)  今後1年間に賃金引上げを行う予定がありますか。ある場合、
　従業者1人あたりでどの程度の賃金引上げを見込んでいますか
　（前年比％、年収ベース）

[事業者問3-3]

2.9

8.0

20.0

8.3

1.4

3.5

7.1

2.6

8.7

2.2

4.1

100.0
0.7

9.8

8.0

10.0

20.0

6.9

8.2

4.5

14.3

14.3

9.5

4.3

13.3

8.7

8.8

11.1

24.5

5.9

10.5

10.0

10.0

9.7

10.6

9.1

17.9

9.1

13.0

10.5

10.0

15.2

11.8

33.3

16.3

8.8

6.2

12.0

8.3

10.0

2.8

9.4

4.5

7.1

7.1

6.0

2.6

6.7

13.0

5.9

6.1

5.9

7.8

8.0

25.0

10.0

2.8

12.9

4.5

14.3

3.6

7.3

17.4

2.6

3.3

21.7

5.9

7.1

5.1

4.9

12.0

4.2

8.2

7.1

7.1

3.9

4.3

3.3

4.3

14.7

7.1

3.7

0.6

4.0

1.2

1.3

1.0

0.4

0.4

3.3

1.5

1.0

4.0

1.4

0.4

2.6

3.3

4.3

2.0

22.7

20.0

10.0

16.7

30.0

23.6

18.8

45.5

21.4

17.9

27.2

17.4

52.6
3.3

13.0

17.6

33.3

10.2

26.5

26.4

24.0

50.0

33.3

10.0

40.3

23.5

22.7

35.7

25.0

25.4

34.8

15.8

50.0

13.0

35.3

22.2

19.4

27.2

6.7

8.3

10.0

6.9

3.5

9.1

6.9

13.2

3.3

4.3

2.0

14.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１％未満 １～２％未満

２～３％未満 ３～４％未満

４～５％未満 ５～６％未満

６～７％未満 ７～８％未満

８％以上 賃金引上げの予定はない

未定   無回答

  全 体 935

農業 25

林業 10

漁業 12

鉱業、採石業、砂利採
取業 10

建設業 72

製造業 85

電気･ガス･熱供給･水道
業 22

情報通信業 14

運輸業、郵便業 28

卸売業、小売業 232

金融業、保険業 23

不動産業、物品賃貸業 38

学術研究、専門･技術
サービス業 30

宿泊業、飲食サービス業 46

生活関連サービス業、娯
楽業 34

教育、学習支援業 9

医療、福祉 98

複合サービス業 1

サービス業 136

35.5

52.0

50.0

58.3

30.0

37.5

37.6

31.8

35.7

53.6

28.4

34.8

2.6

53.3

58.7

52.9

44.4

33.7

100.0

30.1

56.5

44.0

50.0

41.7

60.0

50.0

57.6

63.6

64.3

42.9

63.4

65.2

86.8

43.3

37.0

44.1

55.6

59.2

55.9

1.9

4.0

2.8

2.4

3.6

0.9

2.2

2.9

5.1

2.2

6.1

10.0

9.7

2.4

4.5

7.3

10.5

3.3

2.2

2.0

11.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

不足している 過不足はない 過剰である   無回答

  全 体 935

農業 25

林業 10

漁業 12

鉱業、採石業、砂利採
取業 10

建設業 72

製造業 85

電気･ガス･熱供給･水道
業 22

情報通信業 14

運輸業、郵便業 28

卸売業、小売業 232

金融業、保険業 23

不動産業、物品賃貸業 38

学術研究、専門･技術
サービス業 30

宿泊業、飲食サービス業 46

生活関連サービス業、娯
楽業 34

教育、学習支援業 9

医療、福祉 98

複合サービス業 1

サービス業 136



令和７年度　中小企業・小規模企業版県政世論調査の課題と考察

調査の回答結果と課題 考　察
⑴ 指標：「中小企業・小規模企業振興条例の認知度」
    目標：前回調査(R5)を上回ること

事業者調査　【問4】
○「知っている」が24.3％と、前回の17.5％を上回った。一方、「知らない」が71.8％と、依然として認知度は低い。

農林漁業者調査　【問2】
○「知っている」が8.9％と、前回の6.3％を上回った。一方、「知らない」が90.1％と、依然として認知度は低い。

○条例の認知度は前回調査を上回り、目標は達成
　 しかし、依然として認知度は低いため、県は、各業種の会議・団体

との協議の機会などを捉えて、条例・指針のPRに努めていく必要が
ある

○県施策を活用した方の満足度は前回調査を上回ったものの、全体
的な満足度は低下している

   物価や人件費の高騰など、企業を取り巻く環境が変化しているため、
県は、求められる施策のニーズ把握により一層努めるとともに、施策
の周知にも注力する必要がある

⑵ 指標：県の取組に対する満足度※　　※満足度は「かなり満足」「少し満足」の合計

    目標：前回調査(R5)を上回ること

事業者調査　【問5-1、5-3】
○全ての回答者の満足度は18.8％と、前回の22.1％を下回った。
○直近2年間に県施策を活用した方の満足度は76.0％と、前回の74.6％を上回った。

農林漁業者調査　【問3-1、3-3】
○全ての回答者の満足度は26.0％と、前回の28.1％を下回った。
○直近2年間に県施策を活用した方の満足度は76.3％と、前回の66.2％を上回った。

資料１－２

調査の回答結果と課題 考　察
⑴ 県に求める施策の方向性

事業者調査　【問6-1】
○「担い手の育成・確保」（27.6%）、「生産性向上」（18.7%）、「円滑な価格転嫁に向けた環境整備」

（17.3％）、「働き方改革、雇用環境の整備」（15.9%）の順に回答割合が大きい。
○回答の傾向は前回調査と同様だが、今回新たに追加した選択肢「価格転嫁」の割合が高い。

農林漁業者調査　【問4】
○「担い手の育成・確保」（38.3%）、「円滑な価格転嫁に向けた環境整備」（32.3%）、「新たな技術、製品・サー

ビス等の開発」（22.0%）、「自然災害や感染症への対応」（21.0%）の順に回答割合が大きい。
○回答の傾向は前回調査と同様だが、今回新たに追加した選択肢「価格転嫁」の割合が高い。

【担い手の育成・確保】
○「担い手の育成・確保」は、前回調査に引き続き、県に求める施策

の方向性として最も高い回答割合
○人員状況については、「不足している」の回答割合が前回調査を下

回ったものの、依然として高い
○事業者は、採用活動の強化や、人材育成、労働環境の見直しな

どに取り組む必要がある
○県は関係機関と連携して、上記の支援施策を強化する必要がある
　 また、外国人材の受入・活躍の推進や、移住者の呼び込みなど、

生産年齢人口の増加に向けた施策を強化する必要がある

【生産性向上】
○「生産性向上」は、事業者調査において、前回調査に引き続き、

県に求める施策の方向性として2番目に高い回答割合
○デジタル化の取り組みを実施していない割合は前回調査より低下
○事業者は、効率化・省力化の取組等（デジタル化含む）により、

生産性を向上させる必要がある
○県は関係機関と連携して、上記の支援施策を強化する必要がある

【価格転嫁】
○「価格転嫁」は、県に求める施策の方向性として、事業者調査で3

番目、農林漁業者調査で2番目と、高い回答割合
○パートナーシップ構築宣言の宣言企業数の拡大など、適切な価格

転嫁が行える環境整備を官民が協働して進めていく必要がある

⑵ 人員状況　　事業者調査　【問7-1】
○「不足している」は35.5％と、前回の40.9％を下回った。

⑶ デジタル化の取り組み　　事業者調査　【問8-1】
○デジタル化の取組について、「いずれも実施していない」と回答する割合は40.3％と、前回の44.8％を下回った。

⑷ 価格転嫁　　事業者調査　【問2】
○エネルギーや原材料・資材価格高騰の影響による増加コストについて「全く転嫁できていない」は32.7％と、前回の44.1％

を下回った。
　 転嫁率は約25.4％と、前回の約20.6％を上回った。
○人件費上昇分の価格転嫁について、転嫁率は約19.7％と、増加コストよりも転嫁が進んでいない。

⑸ 賃金引上げ　事業者調査　【問3】
○過去１年間の賃金引上げ率は、回答割合が大きい順に「2∼3%」(20.7%)、「4∼5%」(16.4%)、「1∼2％」

(16.1％)、「3∼4％」(14.7％)
○今後１年間の賃金引上げ率の見込みは、回答割合が大きい順に「未定」(26.4％)、「賃金引上げの予定はない」

(22.7％)、「2∼3％」(10.5％)、「1∼2％」(9.8％)と、過去１年間の引き上げよりも鈍化する傾向

１　大目標に関係する設問

２　県に求める施策の方向性などに関係する設問


